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はじめに─年史における周年の数え方─
　本学は、その成立の年を、大阪商業講習所（当時の地名表示で、大阪府西区立売堀北通り 3
丁目）が開所した 1880 年（明治 13 年）としている。そして、この 1880 年を起点にして、周
年の計算が行われている。100 周年は 1980 年、130 周年は 2010 年という具合である。しかし、
この大阪商業講習所は、その入学資格が 13 才以上となっていることからわかるように、「大学」
でないことはもちろん、高等教育機関でもなく、中等教育の機関であったことは、あまり自覚
されていないように思える。
　たしかに、前身が中等教育機関であったということだけであれば、取り立てて言うほどのこ
とではないであろう。しかし、後に、この前身校が高等教育機関へと発展した後も、元の中等
教育機関は存続し、高等教育機関と兄弟校という意識を持ち続けているのに対し、兄貴分の高
等教育機関の方では、弟の存在を忘れてしまっているとしたら、いかがであろう。大阪市立大
学と大阪市立天王寺商業高等学校（1）との関係が、それである。
　大阪市立天王寺商業高等学校は、1912 年を創立年としている。これは、1901 年に設立され
た大阪高等商業学校が、高等教育機関としてのいっそうの発展をめざし、元々の母体であっ
た中等教育機関を切り離し（立地場所は隣接のまま）、市立大阪甲種商業学校として別組織と
した年である。天王寺商業高等学校は、1992 年には、　『天商 80 年史』（建学 112 年）、　2012 年
には、『天商 100 年史』（建学 132 年）を刊行している（2）。実態としては、中等教育機関の方が
1880 年にスタートしたのであるから、長い歴史を持っているのであるが、組織としての形式
面での存在を重視し、1912 年を起点として計算しているのである。それらの年史では、大阪
市立大学が兄弟校であることが、はっきりと記されている。他方で、大学側における 1880 年
を起点とする周年意識は、すでに、1928 年に発足した大阪商科大学が、そのわずか 12 年後の
1940 年を 60 周年として『大阪商科大学六十年史』を刊行しているように、根深いものがある
（刊行は 1944 年）。これに先立ち、大阪高等商業学校も、1880 年を起点として、1915 年に『市
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　（1）2012 年 4 月から、大阪市立東商業高等学校、大阪市立市岡商業高等学校と、3 校が再編統合され、
大阪市立「大阪ビジネスフロンティア高等学校」となっている。
　（2）殿護隆司「市大の実弟、『天王寺商業高等学校 100 年史』の編集に関わって」（『大学史資料室ニュー
ス』第 13 号、大阪市立大学大学史資料室、2009 年 3 月）。　
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立大阪高等商業学校三十五年史』（市立大阪高等商業学校編）を刊行している。1880 年を起点
とすることは当然と考えられていたのだと思われる。
　これが、周年の計算方法だけの問題であれば、大きな問題ではないのであるが、1880 年か
らの年数を一括してしまうことが、その間において、旧制における、中等教育から高等教育へ、
高等教育の中でも「専門学校」から「大学」へという階段の上昇、さらに、戦後の新制総合大
学へという組織変化が、本学の教育機関としての歴史にどのような影響を与えてきたかという
ことを、掘り下げて考えることを妨げてしまう傾向を生んでいるとすると、それは問題であろ
う。各段階における、決して低いとは言えないハードルの存在という問題である。
　本稿は、そのような問題意識に立ち、主にカリキュラムと教員構成に注目して、大阪高等商
業学校から大阪商科大学への階段上昇の困難、戦争の影響などを明らかにし、続いて、戦後、
大阪商科大学を含む複数の大阪市立の高等教育機関が、新制総合大学としての大阪市立大学と
なる過程における、個々の学校側の意識を分析することによって、新制総合大学成立の意味を
明らかにすることを課題としている。
１．大阪市立高等商業学校から大阪商科大学へ ─カリキュラムと教員構成─
（1）高商から商大へ──跳躍──
　本学関係者には、大阪商科大学の発足に当たって当時の関一大阪市長が述べた、「専門学校
の延長を以て甘んじてならぬ事勿論であるが、又国立大学の「コッピー」であってもならぬ」
という「建学の精神」はよく知られていると思われる。しかし、いったい、大阪商科大学にお
いてその理念は実現できたのかどうか、ということは、これまで十分に検討されてきたとは言
えない。
　「専門学校の延長」ではないということは、関の文章のなかで「単なる職業教育だけで満足
ができぬ」とも言い換えられている。大阪商科大学の発足に当たって、克服されるべき「職
業教育」とは、具体的には大阪高等商業学校での教育が、それに該当するであろう。表1は、
1904 年の「市立大阪高等商業学校規則」に記された、大阪高等商業学校のカリキュラムであ
る。年限は 3 年、学科目として、商業道徳、商業作文、商業算術、簿記などの科目が並んでいる。
簿記は、「商店簿記」に加えて、「銀行簿記」「会社簿記」「工業簿記」という科目があるように、
一般の商店での勤務から進んで、銀行や貿易商社、事業会社での勤務が想定された教育内容に
なっている。経済や法律に関する基礎科目も置かれている。英語の週時間数は、第 1 学年 9 時
間、第 2 学年 8 時間、第 3 学年 7 時間というように非常に多い。第 2 外国語も含めると、外国
語の授業時間が全体の 3 分 1 を占めている。海外との取引や海外での勤務が想定されていると
言えるであろう。高等商業学校は、本格的な工業化の進展、海外との貿易取引の活発化、銀行
や証券などの金融の組織化など、20 世紀初頭の日本経済の発展に対応した企業活動の高度化・
複雑化という状況の中で、それらの業務を遂行できる新しい職業人が必要とされるようになり、
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そうした人材養成に必要なビジネス教育を提供する場となることが期待されていたと言えるで
あろう。このカリキュラムは、1916 年に改定された「大阪高等商業学校規則」（1916 年 3 月
31 日大阪市規則第 2 号）の授業科目一覧でも基本線は変わっていない（3）。　
　これに対し、「専門学校の延長を以て甘んじてはならぬ」と言われた、大阪商科大学のカリキュ
ラムは、どのような内容だったのであろうか。表 2 は、大学が設置された 1928 年 3 月に制定され、
1931 年に改定された学則に記されているカリキュラムである。1941 年に大きく改訂されるま
での標準となったものである。表 1 と比較すると、一見して、内容が高度になっていることが
わかるであろう。もはや「商業作文」「商業算術」といった職業訓練的な科目は見当たらない。
学年で言えば、高等商業学校を卒業した学年の学生（主には、3 年間の「予科」の卒業生）が
進学するのであるから、当然とも言えるが、やはり「大学」というレベルを感じさせる。これ
に対し、「国立大学のコッピーであってもならぬ」といわれた国立大学と対比される特徴は、4
───────────────────────────────────────────────
　（3）この点は、当初から商業教育における「前垂れ式」の克服をめざしてきた東京高等業学校の方向と
は異なり、その点が、大阪市に助役として赴任した関一と、加藤彰廉大阪高商校長との対立 ･ 辞任に
結果した〔『大阪市立大学の歴史─ 1880 年から現在へ─』大阪市立大学、2011 年、43 ページ（飯吉
弘子執筆）〕。東京高商における、実務的商業教育機関からの脱皮をめざす高等商業教育運動について
は、西澤保「世紀転換期における高等商業教育運動をめぐって─飯田・関・福田の留学を中心に─」（『経
済学雑誌』88 巻 1 号、1987 年 5 月）が詳しい。
（表１）市立大阪高等商業学校の学科目・授業時間数
学科目 第 1 年級 第 2 年級 第 3 年級
内　容 時間数 内　容 時間数 内　容 時間数
商業道徳 商業道徳ノ性質・種類・応用 1
商業作文 商業尺牘及慣用文 1 同左 1
商業算術 商業上ノ計算法 2 同左 2
簿記 商店簿記 3 銀行簿記・会社簿記 3 会社簿記・工業簿記 3
商品 内外国重要ノ商品 2 同左 2
商工地理 日本商工地理 1 万国商工地理 2
商工歴史 日本商工歴史・万国商工歴史 2
商業学 商事要項ノ概般 2 商事要項ノ専修 3 商業実践 5
工業要項 機械原動力ノ大要 1
経済 経済通論 3 貨幣論・銀行論 3 外国貿易・外国為換 2
財政 歳計・租税・国債 2
統計 原理及応用 1
法律 法学通論・憲法大意 3 民法 4 商法・国際法 5
英語 読方・訳解・会話・作文・翻訳 9 同左 8 同左 7
第 2 外国語 清韓独ノ 1 語 3 同左 3 同左 3
体操 兵式体操 3 同左 2 同左 2
合計 33 33 33
（注）「市立大阪高等商業学校規則」（1904 年 3 月）（『大阪市立大学百年史』全学編・下）
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分科制に表現されているといえるであろう。大阪商科大学では、まず、必修科目として、経済
学原論、経済史、統計学、金融論、経営学原論、会計学、民法、商法、財政学などの科目が設
置され、第 1 年度は、もっぱらこれらの必修科目を履修することになっているが、第 2 年度に
なると、学生は「経営」「金融」「貿易」「市政」という 4 つの科に分かれ、それぞれのコース
の科目を選択することになる。各科には、かなり多数の科目が用意されている。しかも、科目
の重複はあまり多くない。後述するが、これほど多数の科目を提供することは、大学側にとっ
ては大変な負担であったことは容易に想像される。
　各科の科目内容を検討すると、「経営科」には、商業経営学・工業経営学・銀行経営学・経
営財務論・経営事務論・経営労務論・広告論・販売論・原価計算・会計監査といった科目が並
（表２）大阪商大の授業科目（1931 年）
第 1 年度 第 2 年度 第 3 年度 必要単位数
必修科目
経済学原論（3）・
経済史（第 1 部）（2）・
統計学（2）・金融
論（2）・経営学原
論（2）・会計学（2）・
民法（第 1 部）（4）・
商法（第 1 部）（3）
　
経済史（第 2 部）（2）・民法（第 2 部）
（2）・商法（第 2 部）（3）・研究（2）
財政学（3）・研究（2）13 科目・34 時間
第１選択科目
経営科
商業経営学・工業経営学・銀行経営学・経営財務論・経営事
務論・経営労務論・広告論・販売論・原価計算・会計監査・
貿易実務・商品論・商業政策・工業政策・社会政策・景気論・
経済事情（第 1 部）・経済事情（第 2 部）・社会保険論・商
事行政法・労働法・民事訴訟法・破産法及和議法　計 23 科
目（いずれも毎週 2 時間） 
10 単位・20 時間
以上（3 単位は他
の学科・第 2 選択
科目でよい）
金融科
貨幣論・特殊金融論・国際金融論・投資論・銀行経営学・信
託業務論・保険論・海上保険論・共同海損論・火災保険論・
生命保険論・社会保険論・取引所論・倉庫論・景気論・国際
経済学・経済事情（第 1 部）・経済事情（第 2 部）・経営事務論・
経営労務論・保険法・信託法・民事訴訟法・破産法及和議法
　計 24 科目（いずれも毎週 2 時間）
10 単位・20 時間
以上（3 単位は他
の学科・第 3 選択
科目でよい）
貿易科
国際経済論・国際金融論・経済事情（第 1 部）・経済事情（第
2 部）・景気論・商業政策・植民政策・陸運論・海運論・保険論・
海上保険論・共同海損論・火災保険論・倉庫論・販売論・貿
易実務・商品論・広告論・経営事務論・経営労務論・商事行
政法・海商法・国際公法・国際私法　計 24 科目（いずれも
毎週 2 時間）
10 単位・20 時間
以上（3 単位は他
の学科・第 4 選択
科目でよい）
市政科
市政論・都市財政論・都市交通論・市営事業論・都市法制・
都市計画論・土木行政論・工業政策・社会政策・都市社会政
策・労働法・社会保険論・経営事務論・経営労務論・原価計
算・会計監査　計 16 科目（いずれも毎週 2 時間）
10 単位・20 時間
以上（3 単位は他
の学科・第 5 選択
科目でよい）
第２選択科目 経済学史・経済政策・経済統計・農業政策・簿記・憲法・行政法・
刑法・民法（親族法及相続法）・外交史・哲学・経済哲学・
社会学・社会思想史・日本思想史・教育学・商業英語・英語
（第 1 部）・英語（第 2 部）・英語（第 3 部）・独逸語（第 1 部）・
独逸語（第 2 部）・独逸語（第 3 部）・仏蘭西語（第 1 部）・
仏蘭西語（第 2 部）・仏蘭西語（第 3 部）・支那語（第 1 部）・
支那語（第 2 部）・支那語（第 3 部）（いずれも毎週 2 時間）
（注）『大阪市立大学百年史』全学編・上、148 〜 152 ページ。科目名に付された（　）の数字は、週あたり時間数。
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んでおり、この科が、商業・工業・銀行などの企業経営に携わる人材養成を目的としているこ
とが見て取れる。同様に、「金融科」には、貨幣論・特殊金融論・国際金融論・投資論・銀行
経営学・信託業務論・保険論・海上保険論・共同海損論・火災保険論・生命保険論・社会保険
論等々、銀行・保険業界で求めらる人材養成、「貿易科」は、国際経済論・国際金融論・経済
事情・植民政策・陸運論・海運論・海上保険論・共同海損論・貿易実務・海商法・国際公法・
国際私法など、貿易商社あるいは一般企業で貿易業務に携わる人材養成、そして、「市政科」は、
市政論・都市財政論・都市交通論・市営事業論・都市法制・都市計画論・土木行政論・工業政
策・社会政策・都市社会政策など、地方行政に携わる人材養成が目的とされていることが、はっ
きりと見て取れる。科目数だけを見ると、職業に直結した実践的な「第 1 選択科目」に目を奪
われるが、必要時間数を見ると、必修科目が 13 科目 34 時間となっているのに対し、第 1 選択
科目は 10 単位 20 時間以上とされており、基礎科目的な必修科目のウェイトが高いことを忘れ
てはならない。また、必修科目の中には「研究」（第 2 年度、第 3 年度）が含まれており、「研
究論文」の作成が必修となっていた。「研究論文ハ研究指導ヲ受ケタル学科ニ就キ之ヲ作成シ
第 3 年度ノ 11 月末日迄ニ之ヲ提出ス可シ」（学則）とされていた。
　この 4 分科制をどのように評価すべきであろうか。カリキュラムで見る限り、高等商業学校
と比べて、「大学」としてのレベルの高さが感じられるし、科目数も非常に充実している。これは。
後述する京都大学の経済学部などと比較しても、顕著な特徴である。また、基礎的必修科目と、
実務的選択科目のバランスも適切に考えられているように見受けられるし、4 つの科は、それ
ぞれの分野の人材養成に直結している印象で、「専門学校の延長でもなく、国立大学のコッピー
でもない」という関一市長の建学の理念が、うまく体現されていると言えそうである（4）。「市
政科」については、先行研究において、非常に高く評価されてきた（5）。関一の大学に向けたメッ
セージである、「設立した都市の経済生活、及び精神生活と結びついた学問形成」という要望
を象徴しているという評価である。同時代の人々からの期待も高かった（6）。さらに、第 2 年度、
第 3 年度において「研究」が必修科目とされ、この研究指導（ゼミナール）に基づいて、「論文」
の作成が義務づけられたのも、大学教育としてのレベルの高さを象徴している。現在、この卒
業論文は、本学の学術情報総合センターの書庫に保存されているが、まず、そのボリュームに
圧倒される。そして、量だけはなく、現在では、当時の経済史資料として貴重なものも含まれ、
翻刻刊行されたりしているものも存在している（7）。
　しかし、商科大学発足当時、大学の教育体制に関する学生の評判は悪かった。学部には、
1929 年 4 月から新入生が入学し、授業が開始されたわけであるが、その最初の卒業生を送り
出すはずの 1932 年 2 月、学部 1・2 年生を中心に、2 週間に及ぶストライキが発生した。スト
参加者は 250 名に上ったといわれている。1 学年の定員は 150 名、実際の合格入学者はそれ
以下であるから、これは、1・2 年生のほとんど全員に近い数といえる。当時の社会情勢の下、
左翼勢力による外部からの指導があったようであるが、学生の要求は、出席調査制度の全廃、
教務課不信任、学生本籍の市内外による授業料の差別撤廃などであった。『大阪市立大学百年
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史』の記述によれば、問題の発端は、授業への出席率とその科目の試験受験資格とは、従来無
関係であったものが、教務課が関係ありと発言したことから、学生に動揺が広がり、学年末試
験を目前に、出席制度の撤廃を要求したもののようである。新聞報道もされた。『百年史』に
も紹介されているが、同窓会誌である『有恒会報』（第 43 号、1968 年 1 月 25 日）での、当時
の卒業生たちの回顧談によると、「平素いろいろ不満もありました。講義内容についてもじつ
につまらんじゃないかという不満もあり、ある槍玉に上げられた教授の如きは、5 年 1 日の如
く毎年同じことを喋っていて、少しも研究とか進歩といったものがない。前年の者のノートを
借りて写したらそれで十分で、　何もわざわざ出席してノートをとる要もない。プリントを作っ
て配ったら十分で、そんなこんなで出席率が悪くなったのです。講義内容さえもっと改善充実
すれば、自然と出席率は良くなるのではないか、との不満もストの底流です」という発言が残っ
ている（8）。カリキュラムについて、額面通りの評価はできないと言えそうである。
───────────────────────────────────────────────
　（4）『一橋大学百二十年史』（一橋大学学園史刊行委員会編、1995 年）によれば、東京商科大学では、
1920 年の大学昇格時においては、高商時代に淵源をもつ、5 分科制（貿易及び経済科、商工及び経理
科、銀行科、交通及び保険科、領事科。高商専攻部の 9 分科制から殖民科を外した 8 分科を 5 分科に
再編したもの）を採用していたが、まもなく 1922 年には分科は廃止され、1934 年になって、実質的
に、商業学科、経済学科、法律学科の 3 分科制が採用された。これは、同大学の商業教育をリードし
た「実学の高度化」への動きであり、「実業界の要請にもとづくものではなかった」（同書 142 ページ、
西澤保稿）、と評価されている。また、同書において、高等商業学校時代のカリキュラムを検討した
米倉誠一郎は、1908 年に設立された米国のハーバード ･ ビジネス ･ スクールのカリキュラムとの比
較を通じて、「第一次大戦期から昭和初期にかけて本学 ( 東京高等商業学校－東京商科大学）に形成
された学問的主流は、アメリカのビジネス ･ スクール的な『ビジネスそのものを科学にする』という
ビジネス教育の高度化というようなものではな」く、「大正デモクラシー期の影響を色濃く受けた ･･･
リベラルな教養主義」であり、「極言すれば、大学ではビジネス教育は行わない、というコンセンサ
スの萌芽がこの時点で出現した」（同書 86 ページ）と述べている。
　　　また、1929 年に大学昇格を果たした神戸商業大学では、学科目は、経済学、商学、経営学、簿記会計、
法学、外国語、研究指導などの「分野」別に編成され、各分野に必修と選択科目が設定された。人材
養成の目的別の分科制は採られていない（『神戸大学百年史（通史Ⅰ・前身校史）』神戸大学、2002 年、
207 〜 212 ページ）。
　　　これらの動きと比較すると、大阪商科大学の 4 分科制は、ビジネスの実態を踏まえた商業教育の「大
学」レベルへの高度化の試みと言えるように思われる。このカリキュラム作成に関わったと思われる、
村本福松大阪商大教授は、日本人初のハーバード・ビジネス・スクール修了者（MBA 取得 ) であっ
たこととの関連が、興味深い問題である。また、この時の大阪市長であった関一は、東京高商におい
ては、福田徳三などとともに「実学の高度化」の有力な推進者の 1 人であったわけであるが〔前掲、
西澤論文（注 3）〕、大阪高商の大学昇格に当たっては、やや実務重視的な方向へと立場を移したよう
に思えるが、大阪市での助役－市長としての経験との関連など、これも興味深い検討課題であろう。
　（5）宮本憲一「関一と大阪商科大学の創設」（大阪市史編纂所『大阪の歴史』18 号、1986 年）、99 ページなど。
　（6）『大阪市立大学の歴史－ 1880 年から現在へ－』（大阪市立大学、2011 年）、60 〜 62 ページ ( 飯吉弘
子執筆）。
　（7）杉竹清治郎稿「泉州綿毛布工業概略」（『泉大津市史紀要』第 2 号・第 3 号、1978 年）。
　（8）『有恒会報』第 43 号、1968 年 1 月 25 日、10 ページ、吉田栄次郎氏 ( 昭和 9 年卒業）の発言。
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　実際、教員スタッフという点では、発足当時の商科大学は非常に貧弱であった。表 3 は、商
科大学が発足する直前の時期における、大阪市立高等商業学校の教員構成と、学部の新入生の
入学も始まった、1929 年 5 月時点での、大阪商科大学の教員構成の比較である。元の組織が
存在している高等商業部の教員スタッフ数が充実していることが明らかである。これに対して、
新設となった、予科、学部の教員は手薄である。それでも、予科の方は、高商部教員の兼任で
凌いでいるが、学部の教員の配置はきわめて貧弱である。この理由は、高等商業学校の教員
で、学部の教員に移籍できた者がきわめて少数にとどまっていることに示されている。図 1 は、
1927 年時点での高等商業学校の教授 26 名の 1929 年時点での所属であるが、商大教授に異動
したのは、3 名に過ぎない。それらは、玉木三郎（独文法律担当、教務課長、文学士・法学士）、
松崎壽（金融担当、商学士）、村本福松（経営論担当、MBA）の 3 名である。他に、学外から
採用された、田崎仁義（経済史、経済学士）、花田大五郎（思想史担当、学生課長、法学士）
の 2 名と合わせて 5 名の教授が存在したわけであるが、玉木・花田の両教授はそれぞれ教務課
長、学生課長という肩書きを有しており、しかもまもなく退職となった。4 名の助教授（竹島
冨三郎：独文経済、山口正太郎：仏文経済、藤田敬三：経済演習、福井孝治：経済原論・英文
経済）を加えたとしても、表 2 のようなカリキュラムを実際に提供することは、到底困難であっ
たと思われる。1944 年に刊行された『大阪商科大学六十年史』は、その辺の事情を「教授陣は、
旧高商より抜擢昇任の顔触に配するに全国から俊秀な逸材をあつめるに努力されたが、まだ整
（表３）高商から商大へ（教員数の変化）
大阪市立高等商業学校（1927 年 1 月） 大阪商科大学（1929 年 5 月）
教授 26
学　　部
大学教授 5
助教授（体操担当） 7 大学助教授 4
教授嘱託 20 大学助手 8
師範 5 大学講師 6
教練配属将校 1 合計 23
合計 59
予　　科
予科教授 9〔6〕
（注）昭和 2 年 1 月『大阪市立高等商学校一覧』、
昭和 4 年 5 月『大阪商科大学一覧』より作成。〔　〕
の数字は兼任者（学内相互間）で外数。1929 年と
1940 年の「講師」の数は学内兼任者が含まれてい
る。
予科助教授 6〔1〕
予科講師 9〔2〕
予科雇外国人 2
大学配属将校 2
大学師範 〔4〕
合計 28〔13〕
高等商業部
高商部教授 19〔12〕
高商部助教授 6〔5〕
高商部講師 19〔3〕
高商部傭外国人 6〔1〕
高商部配属将校 1
高商部師範 4
合計 55〔21〕
総計 106〔34〕
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はぬ憾みがあり、講義も学外ことに京大からの講師の数が多かった」（9）と述べている。カリキュ
ラムについても、教員の充実についても、高商から商大への跳躍は、簡単な跳躍ではなかった
というべきなのである。
（2）商大の充実──1930 年代──
　その後、1930 年代を通じて、大阪商科大学の「学部」教員スタッフは順次増強され、表 4
に示すように、1940 年 11 月時点では、「大学教授」16 名（他に、学長兼職の 1 名）、「大学助
教授」15 名（他に、高等商業部教授兼職の 5 名）というように充実してきた。それぞれの氏
名と担当科目は、表 5、表 6 の通りである。こうした増員によって、表 2 に示した 4 分科制の
膨大な科目群のすべてをカバーできたとは思えないが、少なくとも、その方向での努力は行わ
れたと言えるであろう。4 分科のそれぞれに科目を担当する教員が複数配置されている。また、
大学昇格当初から予定されていた、大阪市南部の杉本町への学舎移転は、用地買収問題などで
遅れたが、1935 年には全部門が移転となり、高商部、予科、学部、図書館などの、新しい学
舎が完成した。
───────────────────────────────────────────────
　（9）『大阪商科大学六十年史』( 大阪商科大学、1944 年）、348 ページ。
???????? ?? ?
???? ??
????? ??
???? ??
????? ?? ?
?? ??
???? ? ? ?
???? ? ? ?
（注表３と同文献より作成）
（図 1）高商教授 26 名（1927 年）の進路（1929 年）
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（表４）1940 年 11 月の教員構成
学　　部
大学教授 　16〔1〕
大学助教授 　15〔5〕
大学講師 　20 
大学助手 　　2 
大学副手 　　5 
合計 　58〔6〕
予　　科
大学予科教授 　19〔9〕
大学予科助教授 　　4〔4〕
大学予科講師 　12 
合計 　25〔13〕
高等商業部
高商部教授 　27〔21〕
高商部助教授 　　5〔5〕
高商部講師 　23 
配属将校 　　1 
嘱託（師範） 　　9 
合計 　65〔26〕
総　　計 148〔45〕
（注）『大阪商科大学六十年史』（1944 年 10 月）696
〜 698 ページより作成。〔　〕の数字は兼任者（学
内相互間）で外数。「講師」の数は学内兼任者が含
まれている。
（表５）1940 年 11 月時点の教授
職階 氏名 担当科目 学位
1 大学教授（兼） 河田　嗣郎 戦時経済概論 法学博士
2 大学教授 田崎　仁義 一般経済史・支那経済史・王道論・研究指導 経済学博士
3 大学教授 村本　福松 経営学原論・広告論・研究指導 MBA
4 大学教授 細江　逸記 英語・英語研究 文学博士
5 大学教授 竹島　富三郎 貨幣論・国際金融論・貨幣金融特殊講義・研究指導 法学士
6 大学教授 椎名　幾三郎 火災保険論・仏語（第 2 部）・研究指導 商学士
7 大学教授 堀　経夫 経済学史・経済学史特殊講義・研究指導 経済学博士
8 大学教授 浅香　末起 植民政策・独語（第 2 部）・研究指導 経済学士
9 大学教授 小山田　小七 財政学・研究指導 経済学士
10 大学教授 福井　孝治 経済学原論・研究指導 経済学博士
11 大学教授 陶山　誠太郎 会計学・原価計算・研究指導 記載なし
12 大学教授 藤田　敬三 経済政策・工業政策・研究指導 経済学士
13 大学教授 恒藤　恭 国際公法・社会思想史・研究指導 法学士
14 大学教授 末川　博 民法（総則・物権）・研究指導 法学博士
15 大学教授 尾形　繁之 商業政策・研究指導 経済学士
16 大学教授 四宮　恭二 農業政策・農業金融論・研究指導 経済学士
17 大学教授 金谷　重義　 市政論・都市計画論 法学士
（注）出所は表４に同じ。
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２．大阪商科大学の変質と激動 ─戦中から戦後へ─
（1）総力戦体制のカリキュラムへの影響
　1930 年代を通じて、「専門学校の延長でもなく、国立大学のコッピーでもない」という建学
の精神に基づいた方向で、商業教育の充実へと向かっていたと思われる大阪商科大学であるが、
しだいに戦争へと向かう時局の展開の中で、学問思想の自由の制限、教育への戦時色強化によっ
て、深刻な影響を被ることになる。
　カリキュラムへの具体的影響は、1941 年の学則改正に現れている。それまで、1928 年 3 月
16 日制定の学則第 1 条（目的）では、「本大学は商業に関する学術の理論及び応用を教授し並
に其の蘊奥を攻究し兼て学生の心身を鍛練し人格を陶冶し国家有用の人材を養成するを以て目
的とす」と規定されていたものが、1941 年 2 月 24 日改正によって、第 1 条（目的）は、「学
部は大学令に依り商業に関する学術の理論及び応用を教授し並に其の蘊奥を攻究し併せて人格
の陶冶及国家思想の涵養に努め以て負荷の大任に堪ふべき指導的人材を養成するを目的とす」
と規定されるようになった。「国家有用の人材」という規定が、「国家思想の涵養に努め以て負
荷の大任に堪ふべき指導的人材」というように変わった。同じ年に、大学の教育年限の短縮が
指令され、1941 年度は 3 ヶ月短縮（12 月卒業）、翌 1942 年度からは 6 ヶ月短縮となった。卒
（表６）1940 年 11 月時点の助教授
職　階 氏　名 担当科目 学　位
1 大学助教授 木村　喜一郎 経営財務論・研究指導 経済学士
2 大学助教授 近藤　文二 生命保険論・英経済書講読 経済学士
3 大学助教授 五島　茂 経済史特殊講義・近世経済史・研究指導 経済学士
4 大学助教授（兼） 木村　和三郎 簿記・研究指導 経済学士
5 大学助教授 楠見　一正 金融論・研究指導 経済学士
6 大学助教授（兼） 松井　辰之助 販売論・研究指導 経済学士
7 大学助教授 豊崎　稔 統計学・景気論・研究指導 経済学士
8 大学助教授 小泉　計太郎 在学研究中 商学士
9 大学助教授 谷口　知平 親族法及相続法・民法（債権）・研究指導 法学士
10 大学助教授 名和　統一 国際経済論・研究指導 経済学士
11 大学助教授 嘉治　眞三 経済事情（第 1 部）・研究指導 経済学士
12 大学助教授 竹中　龍雄 市営事業論・研究指導・演習 商学士
13 大学助教授 富永　祐治 陸運論・英経済書講読・演習 商学士
14 大学助教授 藤谷　謙二 都市財政論・研究指導（副） 経済学士
15 大学助教授 實方　正雄 商法（総則・商行為）・経済立法・研究指導 法学士
16 大学助教授 原　龍之助 憲法・行政法（第 1 部）・研究指導（副） 法学士
17 大学助教授（兼） 平田　隆夫 社会保険論・研究指導 経済学士
18 大学助教授（兼） 黑羽　兵治郎 日本経済史・研究指導 経済学士
19 大学助教授（兼） 飯田　繁 物価論・研究指導 経済学士
20 大学助教授 岡本　博之 研究指導（副） 経済学士
（注）出所は表４に同じ。
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業生には、臨時徴兵検査が実施され、合格者は所定の部隊へ入隊となった。1943 年 10 月には、
文科系学生の徴兵猶予停止が決定され、徴兵年齢に達した学生は、検査の上、いわゆる学徒動
員が実施されることになった。「負荷の大任」の実現である（10）。
　カリキュラムにも戦時色が濃厚となっていく。表 7 は、1941 年に改正された大阪商科大学「学
部」のカリキュラムであるが、4 分科制は廃止され、学年制となり、「経営」「金融」「貿易」「市
政」という職業と関連した人材養成というカリキュラムの色彩は一変した。第1種科目では「統
制経済論」「国防経済論」「国家思想史」、第2種科目では「東亜経済史」「東亜経済論」「移植民論」「国
土計画論」というような時局的科目も導入されている。表 8 には、京都大学経済学部のカリキュ
ラムを示したが、両者の類似性に驚かされる。たしかに、教員が入れ替わったわけではないの
で、科目名には、独自色が残されているが、カリキュラムの趣旨からして、「国立大学のコッピー
でもない」と言った関一市長の建学の精神は大きく崩れてしまったといえるであろう。
───────────────────────────────────────────────
（10）この段落は、前掲『大阪市立大学の歴史』68 〜 72 ページ ( 飯吉弘子執筆）によっている。
（表７）商科大学の学科目（1941 年改正）
第 1 学年 第 2 学年 第 3 学年
第 1 種科目
経済学概論・経済史・経
営学総論・民法（総則・
債権総論）・金融論・統
計学・会計学・英語・研
究　計 9 科目
経済学概論・統制経済論・
財政学・憲法・民法（債権
各論・物権）・商法（総則・
商行為・会社）・工業政策・
英語・研究　計 9 科目
日本経済史・国防経済論・
国家思想史・商法（手形）・
経済法・貿易政策・研究
　計 7 科目
必須科目（25 科
目）
第 2 種科目
経済学史・東亜経済史・東亜経済論・経済地理・経済事情・移植民論・国土計画論・
配給組織論・商業経営論・工業経営論・公企業論・保険論・保険各論・交通論・
交通各論・原価計算・会計監査・会計実務・簿記・社会政策・農業政策・特殊
財政論・景気論・通貨政策・金融各論・国際金融論・銀行及信託論・行政法（総論）・
行政法（各論）・地方行政論・民法（親族・相続）・海商法・厚生法・国際公法・
哲学・社会学・倫理学（東洋）・倫理学（西洋）・工業概論・英経済書講読・独
逸語・独逸経済書講読・仏蘭西語・仏蘭西経済書講読・支那語・支那経済書講読・
特殊講義　計 47 科目
第 1 学年に 4 科
目、第 2 学年に
3 科目、第 3 学
年に 6 科目を履
修する
（注）『大阪市立大学百年史』（全学編下）967 ページより作成。
（表８）京都大学経済学部のカリキュラム（1919 年）
第 1 学年 第 2 学年 第 3 学年
必 修 科 目
計 25 科 目
経済原論第 1 部・経済史・
殖民政策・統計学・憲法・
行政法・民法第 1 部・経済
書講読（第 1 外国語）　計 8
科目
経済原論第 2 部・農業経済
学・工業経済学・商業経済学・
外国貿易論・社会問題及社
会政策第 1 部・財政学第 1 部・
民法第 2 部・経済書講読（第
1 外国語）　計 9 科目
経済学史・金融論・交通論・保
険論・社会問題及社会政策第 2
部・財政学第 2 部・商法・経済
書講読（第 1 外国語）　計 8 科
目
選 択 科 目
計 15 科 目
哲学・社会学・政治史・刑
法総論・経済書講読（第 2
外国語）　計 5 科目
日本経済史・政治学・国際
公法第 1 部・国際公法第 2 部・
経済書講読（第 2 外国語）　
計 5 科目
東洋経済学史・経済地理・会計
学・国際私法・経済書講読（第
2 外国語）　計 5 科目
（注）京都大学百年史編集委員会編『京都大学百年史』部局史編１（京都大学後援会、1997 年）、385 ペ
ージより作成。
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　戦争の激化は、国民の経済生活・社会生活をすべて戦争に総動員する必要をせまった。高等
教育の場では、文科系圧迫、理工系優先の方針による学校の統廃合が行われ、1944 年には、「商
業」という名称の変更、学科・教育内容の変更が指示された。この時に、東京商科大学は東京
産業大学に、神戸商業大学は神戸経済大学に、名称変更したことはよく知られている。大阪商
科大学でも、文部省から名称変更を求められたが、学長以下の判断で、大学の校名変更は見送
られたが、高等商業部は、「大阪工業経営専門学校」への名称変更を行っている（11）。杉本町の
学舎は、文部大臣を通じた海軍からの要請にしたがい、1944 年に、予科・高商部校舎が立地
する土地と、予科校舎、高商部校舎、体育館などの建物を、海軍に引き渡している（12）。使用
開始から 10 年経つか経たないうちに、まず海軍に接収され、戦後は、引き続いて、米軍によ
る学舎の全面的な接収が行われ、1955 年の全面返還まで 10 年の歳月をかけなければならなかっ
た。戦争の大きな後遺症ということができるであろう。
（2）戦後の激動　
　本学にとって、戦争の後遺症は土地建物の接収だけにとどまらなかったように思える。独善
的で排外主義的な国家思想を指導イデオロギーとする無謀な戦争への邁進は、最後にはわずか
の批判も許さない徹底的な思想弾圧をともなった。若いインテリが集まる大学は、特高警察の
強い監視下に置かれた。「大阪商大事件」として知られる弾圧事件では、数名の教員、約 40 名
の学生が拘束され、実刑判決を受けた者もあった。大学の戦後は、これらの休職・休学を余儀
なくされた教員・学生の復職・復学から始まった。当然、残留組への責任追及という問題が発
生した。しかし、大阪商科大学の展開は、戦争協力責任の追及ということだけでは理解するこ
とができない、カリキュラムや教員構成の激変をともなっていた。
　1946 年 3 月 31 日付けで学則が改正された。第 1 条（目的）は、「学部は大学令に依り政治
経済に関する学術の蘊奥を究め並に其の理論及び応用を教授し併せて人格の陶冶に努め以て指
導的人材を育成するを目的とす」と改正された。1941 年改正で盛り込まれた、「国家思想の涵
養に努め以て負荷の大任に堪ふべき指導的人材」という部分が削除されたのは当然であるが、
商業講習所以来の「規則」や「学則」において、「商業の教育」「商業に関する学術」などとして、
学校の基本目的に掲げられて来た「商業」という文字が消え、「政治経済に関する学術」に変わっ
てしまっている。戦争中、「商業」という名称の排除が行われたことは前述したが、そうした
制限が撤廃されて自由が復活したはずの戦後になって、「商業」の復活ではなく排除が行われ、
「政治経済に関する学術」に変更されたことの意味は重い。戦後も「商業」排除は変わらなかっ
───────────────────────────────────────────────
（11）前掲『大阪市立大学の歴史』74 〜 75 ページ（飯吉弘子執筆）。
（12）田中ひとみ「昭和 19 年、大阪海軍経理部－大阪市、商大土地建物賃貸借契約書について」(『大学
史資料室ニュース』第 12 号、2008 年 3 月）。田中ひとみ「占領軍による大阪市有不動産の接収－大
阪商科大学のミリタリー・ターゲット指定問題を中心として－」（『大阪市立大学史紀要』第 1 号、
2008 年）。
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たことを意味している。ただし、商科大学という名称は変更されていない。羊頭狗肉を避ける
ためには「大阪政治経済大学」と改名すべきであったと言わざるをえない。
　カリキュラムも大幅に変更された。表 9 が、改正されたカリキュラムである。まず、必修科
目がなくなっていることに驚かされる。第 1 種科目も必修ではなく、第 2 種科目とあわせて、
20 単位以上を取得すること求められただけである。ただし、必修ではないとしながらも、提
供科目数は 27 科目に過ぎないのであるから、20 単位（1 週 2 時間で 1 単位なので、通常は 1
科目＝ 1 単位）を集めるためには、あまり選択の余地はなさそうである。しかも、これらの科
目が毎年開講されたわけではなかった（次掲の「回答」参照）。科目の内容を見ると、4 分科
制時代に設置された「商業」系、「実務系」の科目のほとんどが消滅している。学則の「目的」
が商業から政治経済に変わったことと対応し、後述する、商業系・実務系科目担当教員の追放
とも連動している。
　この学則改正に関して、文部省に申請したところ、内容照会があり、商大側はこれに返答し
ている。質問の第 1 は、入学資格に関する技術的な不備に関するものであったが、第 2 点は、
必修科目もなく、学年指定もない、超自由主義とでもいうべき、カリキュラムのそのものに対
する懸念であった。そのやりとりは次の通りである（13）。
　　商大甲第一九号
　　　昭和二十一年四月十九日
    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪商科大学　恒藤　恭
　　　文部省学校教育局長　　殿    
    　　　　学則改正ニ関スル件
本年三月三十日附商大甲第五四一号を以テ認可申請中ノ、大阪商科大学学則中改正ノ件ニ
───────────────────────────────────────────────
（13）大阪市立大学大学史資料室所蔵、「昭和十五年四月〜昭和二十五年四月、学長令達綴、大阪商科大学」
より。この回答部分は、『大阪市立大学百年史』( 全学編上、237 ページにも全文が掲載されている。
広川禎秀執筆 )。適宜、読点を補った。
（表９）商科大学の学科目（1946 年改正）
第 1 学年 第 2 学年 第 3 学年
第 1 種科目
経済原論・経済学史・経済史・社会学・財政・統計・経済政策・経済地理・
国際経済・社会政策・金融・経営・経理・農業・工業・交通・保険 憲法・
行政法・国際法・民法・商法・政治学・政治史・哲学・哲学史・外国
書講読　計 27 科目
卒業には、在学中に、
第 1 種科目及び、教
授会が認めた第 2 種
科目より、20 単位以
上と、卒業論文が必
要。
第 2 種科目
特別講義
研究指導 1 学年間行う。継続履修可能。
（注）『大阪市立大学百年史』（全学編下）、979 ページより作成。
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関スル四月八日附御照会ニ関シ、左記ノ通リ及回答候也
    　　　　　記
    　　（　中　略　）
　　二、照　会　学年制ヲ廃シテ科目制ヲ採用シ、且全科目ニ付学生ノ自由選択ヲナス科目ト
ナス計画ノ如キモ、学習上差支ナキヤ改正ノ理由承リ度
    　　回　答　教育ノ民主主義化ノ見地カラ、制度トシテ公民トシテノ教育ニ必要ナ政治経
済文化等ニ関スル少数ノ基本科目ヲ定メ、而シテ従来ノ如クコレヲ学年制ト
シテ履修ヲ義務トシテ強制スル制度ヲ改メテ科目制トシ、且ツ全科目ニツキ
学生ノ自由選択トシタ、コレニヨリ学生ノ自主性ヲ尊重スルト共ニ、学生
ノ自主的勉学心ヲ刺激啓発誘導シ、ソノタメノ機会ヲ出来ルダケ多ク与ヘ、
モッテ教育ヲ通ジテ学生トシテ又学校卒業後ノ社会人トシテ、自己ノ判断ト
責任トニオイテ言動スル習慣ヲ養ハシメントスルノデアル、又教育ヲ学校ノ
ミデ終ルコトナク、ムシロ自己完成ノ道程ノ出発点トシテノ意義ヲコレニ認
メ、且今後ノ日本ガ特ニ要求スル所謂視野ノ廣イ教養人ヲ作ルコトヲ目標ト
スベキデアルトスルナラバ、商科大学ニ於テモ単ニ完結セル商業的職業教育
ノミヲ制度的ニ学生ニ押シツケルガ如キ方針ハ避クベキデアルト考ヘラレル、
尚教科技術ノ上カラ見テモ科目制ノ下デハ、少クトモ三年ニ一回ノ開講デ聴
講ノ機会ヲ与ヘルコトガ出来、従ツテ多様ナ学科目ヲ含ム変化アル「レーア
プラン」ノ作成ガ可能デアル利益ヲモチ得ル、以上ノ理由ニヨリ制度トシテ
ハ科目制ヲ採用シ学生ニ科目選択ノ自由ヲ与ヘルコトトシタ、唯学生ノ自由
選択ニツイテハ、実際ノ判断能力ノ点カラ見テ多少ノ危惧ナキヲ得ナイカモ
知レヌガ、ムシロ先ズ理想的ナ制度ヲ与ヘオキ、他面制度運用ノ上ニオイテ、
適当ナ学習指導ヲ与ヘルコトガ教育的態度ト思惟サレル、而シテコノ点ニツ
イテハ学科ノ時間配当其ノ他授業上ニ考慮ヲ加ヘ、特ニ研究指導ニオイテ担
当教授ガ全体トシテノ履修上ノ指導ヲ励行スルコトニヨツテ、所期ノ目的ノ
達成ヲ図リタイト考ヘテヰル
　大学側の回答で、本稿の見地から注目されるのは、「商科大学ニ於テモ単ニ完結セル商業的
職業教育ノミヲ制度的ニ学生ニ押シツケルガ如キ方針ハ避クベキデアルト考ヘラレル」という
部分である。これは、具体的に指示されているわけではないが、当然ながら、大阪商科大学の
これまでのカリキュラムを念頭に置いて、それを根本的に改めるということを明記していると
読むべきであろう。学則第 1 条の「目的」という根本的な規程において、大学の教育研究の目
的が「商業に関する学術」から、「政治経済に関する学術」に変わったこと、および超自由主
義的なカリキュラムの採用は、きわめて意識的な改革であったといえるであろう。回答には、「今
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後ノ日本ガ特ニ要求スル所謂視野ノ廣イ教養人ヲ作ルコトヲ目標トスベキ」という文言もある。
「職業人」ではなく、「教養人」の方に重点が置かれたのである。そうした方向性が、「教育ノ
民主主義化」という点から、推し進められている。前述のように、ここで槍玉に上げられた「商
業的職業教育」は、すでに戦争の激化とともに否定されていったのであり、戦中から戦後にか
けて、一方は戦争の遂行、他方は戦争への反省というように、立場は正反対であるが、「商業
の否定」という点では、一致していたのである。
　先に、『一橋大学百二十年史』などにおける、東京高等商業学校－東京商科大学では、実務
に基づいた商業教育の高度化ではなく、商業教育の教養主義的な方向への高度化がめざされた
という指摘を紹介し、大阪商科大学の 4 分科制カリキュラムは、実務重視的な商業教育の高度
化と言えるのではないかと指摘した。大阪の方が実務寄りという評価である。東京商科大学を
引き継いだ、戦後の一橋大学は、「教養主義的ビジネス教育」「極言すれば大学ではビジネス教
育は行わない」という方向へ進んだが、それは戦後日本のきわめて平等主義的な「日本的経営」
の担い手養成という点で、対応関係にあったという指摘がなされている。これに対し、戦後直
後の大阪商科大学の進んだ方向は「商業」＝実務の放棄であり、職業人養成ではなく教養人の
養成が目的とされた。東京商科大学－一橋大学を比較軸とすると、大阪は、戦前とは反対側の、
実務放棄の側に転換したといえるであろう。「商科大学」という大学名は残っているが、その
内容は一変してしまったと言えるであろう。そして、その方向は、次に紹介する「残留教授」
達によって、きわめて意識的に追求された方向性であったと考えられるのである。こうした方
向転換が、戦後日本の、戦前・戦中の反動としての極端な思想状況の反映であることは間違い
ないが、「完結セル商業的職業教育ノミヲ制度的ニ学生ニ押シツケル」という理解は、大阪商
科大学の 4 分科制に対する理解として、きわめて不正確であることを指摘しておきたい。
　この学則改正・カリキュラム改正と同時に、教員構成の大きな変化が行われた。これは、商
大事件による休職教授や休学学生の復職・復学が進む中で、残留教員の戦争協力責任の明確化
という議論が起こり、1946 年 2 月 26 日の商大教授会において、学部教授全員が恒藤学長に対
し辞表を提出し、その処置を学長に一任するという決議が行われ、実際に辞表が提出された事
件である（14）。2 月時点で教授職にあった 27 名（休職中 1 名、応召中 1 名）のうち、辞表が却
下されて残留となったのはわずかに 11 名であり、16 名は、辞表が受理されて退職となった（う
ち、3 名は自発的退職か）（15）。辞表提出前の 1946 年 2 月時点では在職していた大阪商科大学
の教授で、この「教授陣刷新」にともなって辞職となった者の氏名と担当科目（1940 年時点、
専門科目のみ）は、村本福松（経営学総論）、竹島冨三郎（貨幣論・国際金融論・貨幣金融論
特殊講義）、椎名幾三郎（火災保険論）、浅香末起（植民政策）、陶山誠太郎（会計学原論・原
価計算論）、尾形繁之（商業政策）、〔四宮恭二（農業政策 ･ 農業金融論）〕、〔楠見一正（金融論）〕、
───────────────────────────────────────────────
（14）『大阪市立大学百年史（全学編・上）』230 〜 231 ページ ( 広川禎秀執筆 )。
（15）大島真理夫（編集・解説）「久保芳和回想録－学生・助手として見た戦中・戦後の大阪商科大学－」（『大
阪市立大学史紀要』第 1 号、2008 年）参照。
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金谷重義（市政論・都市計画論）、木村喜一郎（経営財務論）、竹中龍雄（市営事業論）、藤谷
謙二（都市財政論）、平田隆夫（社会保険論）、黒羽兵治郎（日本経済史）、松井辰之助（販売論）、
〔石田興平（再生産論）〕の 16 名である（〔　〕は自主退職と思われる）。表 2 の科目と対照す
ると、主に、経営、金融、貿易、市政という 4 つの分科に属する科目に関係する教員が辞職となっ
ている。これに対し、残留組は、恒藤恭（学長：国際公法・社会思想史）、堀経夫（経済学史）、
福井孝治（経済学原論）、藤田敬三（経済政策・工業政策）、近藤文二（生命保険論）、一谷藤
一郎（金融政策論）、谷口知平（親族法及相続法・民法）、名和統一（国際経済論）、富永祐治（陸
運論）、實方正雄（商法 ･ 経済立法）、原辰之助（憲法 ･ 行政法）、の 11 名である。表 9 の極端
なカリキュラムは、教員の大幅減少と対応していたのである。
　この「教授陣刷新」に関しては、「（戦争協力責任という問題に加えて、辞表の受理・却下の）
判定には、学問的能力 ･ 水準・労作も、かなりのウェイトを占めて加味されていたようであ
る。いわゆる無能教授の追放という一面の結果を生じた，という事実を否定することができな
い」〔実方正雄（16）。（　）内は引用者〕という評価もなされている。実方は、この事件を、大
阪商大における「学問への厳しさ」の例として取り上げているのである。しかし、上記のよう
に、同時に行われた、学則改正（商業→政治経済）、カリキュラムの大幅改定（職業人→教養人）
という文脈と、退職組と残留組の顔ぶれの比較から考えれば、戦争責任追及や無能教授追放は、
それらが表面に置かれたが、実際にはごく一部の理由に過ぎず、全体としては、専攻分野、学
風が大きく影響していたといわざるをえない。商大の「商業に関する学術」関係の教員の多く、
あるいは「実務系」分野の教員は退職となり、「政治経済に関する学術」あるいは「理論系（マ
ルクス系）」の教員が残留したと理解せざるをえない。実際、退職組の一人である金谷重義は、
いわゆる「金谷メモ」（1947 年）（17）の中で、次のように述べている。
　昨年 2 月（18）、恒藤教授が教授会において大学の学長に選出された。その就任と同時に、
彼は大学の教育課程改革を意図し、改革案をとりまとめるために改革委員会が組織された。
その後、教授会によって、計画が承認された。この計画によれば、「地方行政論」、「国土
計画論」という、まさに私が大学で講義してきた科目が、カリキュラムから除外されていた。
　私はこれらの科目が以前通り非常に重要だと強く確信していたが、教授会がこの計画を
承認した以上、職にとどまる理由はないということを十分に認識し、辞職を要請される以
前に、自分の意志で職を去る決意をした。
　当時の一般的な社会経済状況は、私が新しいキャリアに進む上で、非常に好ましくない
ものであった。職を離れることは、私と私の家族の生活への深刻な脅威であり、悪いこと
───────────────────────────────────────────────
（16）実方正雄「法学部設立の風土」（大阪市立大学『法学雑誌』20 巻 3 号、1974 年）335 ページ。
（17）大阪市公文書館「Documents for 1947」（配架番号 12414）393 〜 394 ページ。いわゆる「陶山メモ」
( 陶山誠太郎教授の、米軍対敵諜報部宛書簡）とともに、綴じられている。
（18）この部分は記述が不正確で、恒藤恭が大阪商科大学学長に選出されたのは 1945 年 11 月 27 日、学
長就任は 1946 年 1 月 26 日である。
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に、新しい職を得る見通しは何もなかった。しかし、神は正義への救いを行わないことは
ないと強く信じ、私は自分の当初の決意を貫いたのである（19）。
　カリキュラム改革と教授陣の辞職は、教授の意識の上でも連動していたのである。
　学則改正、カリキュラム改革、教授陣刷新という一連の流れを考えると、これらの動きは一
朝一夕に発生したことではなく、かなり以前から存在していた対立が、敗戦による体制の大き
な変動をきっかけとして、周到な準備の上で一挙に実行に移されたのではないかという推論を
押さえることが出来ない。前掲の実方の回想では、先輩助教授を差し置いて、自分たち（実方
正雄、名和統一、谷口知平、原辰之助）が教授に昇任したことを、河田学長の学問に対する厳
しい姿勢の現れであると高く評価しているが、この評価にも、学問分野や学風による区別意識
───────────────────────────────────────────────
（19）この引用だけでは、金谷は教授会での「全員辞表提出」以前に辞職したような印象を与えるかもし
れないが、この後に、教授会での「全員辞表提出」のいきさつの記述が続き、自分もそれに従ったと
いう経緯が述べられている。その部分は、『大阪市立大学百年史 ( 全学編・上 )』(233 ページ ) に紹介
されている。
（表 10）　村本福松教授の略歴・主要著書
1890 年 大阪に生まれる
1910 年 3 月 大阪高等商業学校卒業
1913 年 4 月 同校講師
1917 年 6 月 同校教授
同年 9 月 ハーバード大学経営大学院入学
1919 年 5 月 同大学院卒業、MBA 学位取得（日本人初） 
同年 9 月 渡英、バーミンガム大学研究生
1920 年 5 月 帰国、母校の教壇に立つ
1926 年 9 月 日本経営学会創設時の常務理事（上田貞次郎、中西寅雄、増地庸治郎、平井泰太郎、村本福松）
1929 年 4 月 大阪商科大学教授
1947 年 3 月 「一身上の理由により依願退職」＊
その後、神戸商科大学講師、大阪府立大学教授、大阪府立産業能率研究所長、
大阪産業大学教授、京都産業大学教授を歴任。大阪商科大学名誉教授。
1973 年 死去
1925 年 『商工経営論』（講述）東京高等商業学会
1929 年 『商工経営経済論』文雅堂書店
1934 年 『経営学原論』（上田貞次郎・瀧谷善一責任編集『商学全集』第 4 巻、千倉書房）
1938 年 『経営学概論』（上田貞次郎・瀧谷善一責任編集『経営学大系』第 3 巻、千倉書房）
1961 年 『経営の論理』産業経済社
（注）古林喜楽編『日本経営学史－人と学説－』第 2 巻（千倉書房、1977 年）
第 1 章「村本福松－アメリカ経営学の導入と精錬－」（高田馨稿）、磯部喜
一編『中小企業の経済 ･ 経営 ･ 労務』（中小企業叢書８、村本福松先生古希
記念論文集、有斐閣、1962 年）を参照。
＊村本自身の表現。村本は、1946 年 11 月 15 日現在の大阪商科大学「職員
住所録」によると、工業経営専門学校校長職にあった。商大学部教授辞
職後、1 年間は旧高商部に所属し、1947 年 3 月、「依願退職」したものと
思われる。
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が出ているように思われる。つまり、実務的商学系の科目を低く見て、学理的政治経済系科目
を高く評価するという意識である。それが「学問への厳しさ」と等値されている。1930 〜 40
年代の大阪商科大学において、4 分科制は、学長を含む教授陣の認識においても、必ずしも全
面的に支持されていたのではなかった可能性があると言えるであろう。
　退職組の一例として、高商教授から商大教授に転じた 3 名のうちの 1 名であった、村本福松
教授の略歴と主要著書を表 10 に掲げた。同表作成の参考文献の著者である高田馨は、村本福
松の学説について、1938 年の著書序文に見られる時代状況を反映した「気負い（20）」が、母校を「一
身上の都合により退職」することにつながったのではないかと指摘する（21）一方で、村本が、「戦
前・戦中・戦後と終始一貫同じ理論を堅持し」「時世に順応して主張を転換させたり巧みに切
り抜けていく器用さや計算」は少しもなかったことを高く評価している（22）。
３．新制総合大学大阪市立大学の成立 ─ 4 つの前身校の構想─
　戦後の教育改革のなかで、学校制度は大きく変わった。「旧制」では、初等教育＝小学校、
中等教育＝中学校・高等女学校（女学校）・実業学校など、高等教育＝高等学校・専門学校な
ど＋大学、という体系（時代による変化あり）であったが、「新制」では、初等教育＝小学校、
中等教育＝中学校＋高等学校、高等教育＝大学、という単純な体系となった。この制度改革に
おける実際的問題として、「旧制」の中学校が、「新制」の高等学校に転換したため、「旧制」
の高等学校・専門学校は、学校として存続するためには「新制」の大学となる必要が生じた。
旧制高校は、その教育内容が語学や人文基礎科目であったので、新制大学の教養課程へ転換す
───────────────────────────────────────────────
（20）「若し、それ本書が国体、日本精神の本義に基き、各種の学問の内容及び方法を研究批判し、我国
独特の学問文化の創造発展に貢献し、延いて教育の刷新に資せんとする日本諸学振興の趣旨にも合致
することを得ば、著者の本懐これに過ぎるものはない」という同書の序文（『経営学概論』千倉書房、
1938 年）。
　　　なお、日本諸学振興委員会については、その「経済学会」について、上久保敏「日本諸学振興委員
会経済学会──戦時下の「官製学会」に関する一考察──」（『日本経済思想史研究』5 号、2005 年）、
委員会全般については、駒込武・川村肇・奈須恵子編『戦時下学問の統制と動員 : 日本諸学振興委員
会の研究 』（東京大学出版会、2011 年）がある。
（21）「一身上の ･･･」という文言は、教授全員の辞表提出を決めた 1946 年 2 月の教授会において、退職
理由の表現に関して恒藤学長から指示された文言であり、村本は、自分の「略歴」の記載に当たって、
背後にある事情への言及を避け、表面上の事実のみを表現するために、この言葉を使用したものと推
測される。
（22）同書に続く著書である、1942 年 7 月刊行の『経営経済の論理』（文雅堂書店）でも、副題は「翼賛
経営体制の確立」となっているが、内容はあくまでも冷静である。その序文において、高度国防国家
の建設という課題の登場を、企業経営を単に経済問題としてばかりではなく精神問題として理解する
必要があるという著者の年来の主張が現実となったとして喜ぶ一方で、今度は逆に精神問題としての
み見るという傾向が現れていることを批判している。つまり非合理的な精神主義を批判しているので
あり、著者の企業経営を見る基本軸は動いていないと思われる。
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ることが容易であり、そのような転換をしたケースが多かった（官立の場合（23））と思われるが、
専門学校の場合には、教育内容が、新制大学の教養課程への転換は難しく、他方で、旧制の大
学と同レベルになる、専門学部への転換は、教育内容がともなわない、という困難を抱えてい
た。旧制の大学予科の転換は、個々のケースを調べる必要があると思われるが、大阪商科大学
の予科は、教養部として独立することはせず、予科教員は、主に大阪市立大学文学部（法文学
部）に移行した。
　さて、1949 年に成立した大阪市立大学は、大阪商科大学、大阪市立医科大学、大阪市立都
島工業専門学校、大阪市立女子専門学校という、大阪市立の 4 つの高等教育機関を母体として
構成された。前 2 者は旧制で大学、後 2 者は専門学校であった。この方向性が決まった 1948
年 7 月 16 日、「大阪市立新制大学設置準備委員会」が開かれた。この準備委員会は、「新制大
学設置について各般の問題を審議する」ことを目的として、大阪市会関係、大阪市関係、文部
省大阪出張所長、大阪大学長、関西大学長、商工会議所会頭、新聞社関係、4 つの前身学校学長・
校長・教職員組合関係・同窓会関係、大阪市立研究所関係など、38 名の多数からなる審議会
であり、成案をとりまとめ、文部省の認可手続きを終了させ、1949 年 3 月 31 日に解散するも
のとされていた（24）。
　大学史資料室に、この準備委員会で配布されたと思われる資料が残っている（25）。手書きで、
「昭和二十三年七月十六日午後一時、新制大学準備委員会（於公会堂）書類」とメモ書きされ
ている。第 1 回と思われるこの日の会議には、大阪商科大学以下の 4 つの前身校が、新制大学
への移行に当たって独自に作成したそれぞれの計画を提出したもようで、書類綴りに、その計
画書が残っている。それらの内容は、なかなか興味深いものがある。すなわち、大阪商科大学
と大阪市立医科大学は、それぞれ、新制総合大学としての大阪市立大学の、文系学部、理系学
部のついての計画を作成しているのに対し、大阪女子専門学校は、単独で「大阪市立女子大学」
設置の計画を提出し、都島工業専門学校は、この会議では「大阪市立大学工学部（仮称）」設
立案を提出したが、同校関係者は、「大阪市立工業大学」の創設を求めて活動しており、同年
5 月 28 日には、大阪市会で「大阪市立工業大学創設に関する意見書」が満場一致で可決され
ているように、やはり単独での「工業大学」案をもっていたのである。本稿では、それぞれの
案を、一部は資料のままで紹介し、各前身校の計画の独自性を検討してみたい。
───────────────────────────────────────────────
（23）私立の場合は、旧制の成城高校、武蔵高校、成蹊高校、甲南高校など、4 年制大学へ発展させたケー
スが多いように思われる。
（24）『大阪市立大学百年史（全学編・上）』363 〜 364 ページに、委員の名前と肩書きが掲載されている。
（25）大学史資料室所蔵「昭和二十三年四月、新制大学設置に関する件、大阪商科大学庶務課長」に合綴。
翻刻にあたって、漢字は現代的表記に改めたところがある。
大阪市立大学史紀要　第 5 号（2012年）70
（1）大阪商科大学　
　大阪商科大学が提出した計画書は次の通りである。
　　　　商大学部増設に関する趣意書
　　一、学部組織
　　二、諸学部設置の趣意
　　三、学科目及び学生定員
　　四、職員定員
  
　　一、　学部組織
　　　　大阪市立大学における文科系学部として左の三学部を置く。各学部には大学院を設け
る。（大学院に付いては別に之を規定する）
　　　経済学部
　　　商学部
　　　法文学部（法律学科と文学科とに分ける）
　　二、諸学部設置の趣意
右の三学部は現在の市立大阪商科大学を母体として新しく構想せられたものであるが大
阪商科大学が社会科学関係の全国大学の中で現に占めている最高の地位と多年の伝統と
を生かしながら、しかも単科大学としてすでに到達せる限界を打破するために、より大
きな総合組織の組成分子として転生することによって一層の発展を遂げようとするもの
である。この伝統は当然主として経済学部と商学部において継承せられると考えられる。
而して理論的学科を中心とする前者と実践的学科を中心とする後者とを各独立の学部と
して分離しなければならなくなったのは、学問進歩の結果たる分化的傾向の故に、教授
の研究、授業と（学生の履修及び）学校行政の点から見て完全な統制と指導とが困難に
なっているからである。
勿論理想的な産業人の養成には両学部に属する学科の兼修が望ましいのであるが、これ
は履修規定の運用如何によって大体その目的を達し得られる。要するにより大なる総合
の為の学部組織自体の分化が制度上必要となった次第である。東京商大および神戸商大
における新制度案もこの商経分離に関する限り本学と軌を一にして居る。単科大学とし
てのいま一の限界は専門的知識は豊富に授けられても、文化的視野の狭隘に陥る点にあ
る。しかも今後の日本、とくに大阪市の要求する産業人は世界的水準の文化人たること
を必要とする。かくて国際的産業人の養成が大阪市立大学の主要目標であらねばならぬ。
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併し従来のように法・文が経済或は商業の研究に付随的な重要さしか与えられなかった
状態ではなく、独立した研究陣容を以て専心これに当るのでなければ一流の水準に上る
ことができない。即ち法文学は一般に総合大学の組織上必要であるばかりでなく、経済
学部又は商学部における学習の完成のためにも必須なのである。従って同種学部が同一
地方に重複するが故を以てその存在理由が否定されるが如きは全く根拠がない。無競争
は沈滞を醸成する。
ただ、理想案としては法学部と文学部とを分離独立せしむべきであり、可能な限り早い
将来においてその実現が望まれるが、現実の状態では真に一流大学としての教授陣の質
的内容を保持するために（図書についても現大阪商科大学に豊富な文科的蔵書がある）
暫定的に一学部とし、これを二学科に分けようとするものである。
    　（以下、略）
　まず、商大は、総合大学としての大阪市立大学の創設を前提とし、その文科系学部が商大を
母体として形成される、と考えている。そして、経済学部と商学部（この順番で記述されてい
ることに注意）、そして法文学部を設置する構想であった。商学部と経済学部の分離の理由は、
「学問進化の結果たる分化的傾向」だと指摘されている。
（2）大阪市立医科大学
　大阪市立医科大学は、1944 年に大阪市立医学専門学校として創設され、1947 年に旧制の大
阪市立医科大学に昇格していた。同大学の構想は次の通りである。新制大学の理科系学部とし
て、医学部、厚生学部、理工学部、薬学部を設置する計画になっている。
　　　新制大学（理科系）設置要項
　　（一）設置学部
　　　1．医学部
　　　2．厚生学部
　　　　　　看護学科
　　　　　　助産婦学科
　　　　　　公衆衛生学科
　　　 3．理工学部
　　　　　　物理学科
　　　　　　化学科
　　　　　　数学科
　　　　　　生物学科
　　　4．薬学部
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　　（二）修業年限及学生定員
　　　　　　（中　略）
　　備考
　　　　　　（中　略）
　　2．理工学部各科履修学科目は別冊参照
　　（別冊）
　　　大阪市立理工科大学（仮称）設立理由書
　大阪市が商工都市として復興再建せられ昔日に優る発展を遂げねばならぬと共に文化
都市として内容外観共に充実完備を誇る都市たらねばならぬことは市民一同の等しく熱
望するところである。
　而して文化都市として必須条件の一つたる保健衛生施設の完備をめざしてさきに市立
医科大学の設立を見た。これによって大阪市は世界に誇る健康都市たるの面目を具える
に至るであらうが、更に市民生活の合理化と科学化なくしては文化都市ということは出
来ない。こゝに市民生活を科学的且つ合理的に営ましめるための基礎的且つ応用的学問
を研究すべき理工科大学の設立が要望せられる所以である。
　而して本大学は同種の大学とは全くその趣を異にし、徹頭徹尾大阪市民の生活と直結
した、本市再建に真に必須なる自然科学の研究とその応用並に人材の養成とを目指し、
もつてあくまで大阪市の果すべき使命を科学的に推進し、大阪市の使命達成の一日も早
からんことを期するものである。
　右に示した本大学の使命を果すために本大学に左の諸学科を置く。
　数学科、物理学科、化学科、生物学科
    　　（以下、略す）
　現在、大阪市立大学には、理学部と工学部が設置されているが、1949 年に新制総合大学と
して出発した時点では、理工学部であった。初代学部長は、小竹無二雄であり、理工学部は小
竹の独自の構想に基づく学部組織であったことが知られている。元々、大阪帝国大学教授で
あった小竹が、新設の大阪市立大学理工学部長となったのは、大阪市立医科大学の木下良順学
長と小竹が、第 7 高等学校（鹿児島）時代以来の親友であったことが理由であった（『大阪市
立大学百年史』部局編）。『大阪市立大学百年史（全学編・上）』（382 〜 383 ページ）に再録さ
れた小竹自身のエッセイ（26）によると、小竹は、学部長就任以前の、理工学部構想の計画立案
段階から議論に参画しており、類例の多い従来の形式の工学部ではなく、基礎科学と直結して
技術教育を行う新しい工学教育の構想を述べたところ諸方面の賛成を得た、と述べているので、
新制大学設置準備委員会に医科大学が提出した理工学部の構想は、小竹無二雄が作ったと考え
───────────────────────────────────────────────
（26）小竹無二雄「理工学部のあり方」『フィールド』第 1 号、1950 年 9 月。
新制大阪市立大学の成立 73
るのが自然であろう。「市民生活の合理化と科学化なくしては文化都市」となり得ない、とい
うような、今日から見ると、ずいぶん、「気負った」文章であるが、その数年前まで、戦争遂
行のために「不合理」と「非科学」を強制されてきた反動と思うと理解できる。そして、「本
大学は同種の大学とは全くその趣を異にし、徹頭徹尾大阪市民の生活と直結した、本市再建に
真に必須なる自然科学の研究とその応用並に人材の養成」を目的とすると謳い上げた。その構
想の一端を知るために、この構想における理工学部物理学科のカリキュラムを紹介したい。表
11 である。学年区分については、この計画では、1・2 年はすべて教養科目に当てられ、専門
科目はすべて 3・4 年に配当されており、新しい 4 年制大学の規定が形式的に当てはめられて
いる印象であるが、興味を引くのは、多数の応用系の科目が、4 年次の選択科目に含まれてい
ることである。筆者はその内容には全く不案内であるが、「繊維物理学」「照明工学概論」「光
学機械論」「電気材料」などの科目を、「物理学科」で学ぶということが、この構想に言うとこ
ろの「市民生活の科学化」の具体的な姿なのであろうか。前述のエッセイで、小竹は、従来の
日本の工学部は「基礎科学から遊離して間口ばかりを拡げた」結果、「模倣は出来るが真の発
明なり発見の出来ない、極端に言えば研究とはどんなものか知らぬ技術者を作って」いたと批
判している。次に紹介する、都島工専の「工学部」設立案と比較すると、大きな落差がある。
それは、小竹にとっては批判の対象であったと思われる。
（3）大阪市立都島工業専門学校
　都島工業専門学校は、1907 年市立大阪工業学校として創設され、1943 年に大阪市立都島高
等工業学校となり、1945 年に大阪市立都島工業専門学校となっていた。同校は、「大阪市立大
学工学部（仮称）設立案」という計画を提出した。目次を紹介すると、「各科別学科目表、履
（表 11）理工学部物理学科の科目体系（医科大学提出案）
物 理 学 科
3 年 4 年
必須科目
物理実験学・物理数学・原
子物理学概論・物質構造論
第 1・同第 2・力学・光学・
電磁気学・物理学実験・物
理学演習・熱力学・理論物
理学概論・物理数学実習
選択科目
分光分析学・量子力学・相対性理論・応用放射線学・音響物理学・電
子物理学・低温物理学・生物物理学・流体力学・物性学・温度測定法・
物質構造特論・振動論・応用熱力学・繊維物理学・金属物理学・応用
電気工学・同実験・電磁気測定法・応用弾性学・精密機械工学・照明
工学・光学機械論・分子物理学・天体物理学概論・地球物理学概論・
応用力学・機械工学・交流理論・電気材料・電気機械・設計製図・通
信工学概論・回路網理論・高周波工学・放電論・真空工学・機構学及
機構力学・熱工学概論・水理学・測量・同実習・都市計画・対震工学・
河海工学・衛生工学・建築史・建築設備・建築計画法・建築構造・応
用地質学・土質力学・電気法規・建設法規・工場経営
（注）「大阪市立理工科大学（仮称）設立理由書」より作成。
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修方法、学科別学生収容定員、教職員組織」という順序になっている。ただ、この文書は、同
じ新制大学設置準備委員会関係の書類綴りに入っているのであるが、文章記述部分がほとんど
なく、表だけが並んでおり、都島工専が作成した案であると明記されてはいるわけではない。
しかし、他にこの案を提出する前身校は考えられず、また、設置を計画する学科が、機械工学
科、電気工学科、建築学科、土木学科の 4 つであり、これらは都島工専の学科と一致している
ことも、有力な証拠であり、都島工専の案であることは間違いないと思われる。
　表 12 に、この案における、機械工学科の学科目表の「専門科目」を紹介した。門外漢の表
面的な印象に過ぎないが、医科大学の理工学部物理学科での理論と応用の結びつけ方と比較し、
都島工専案の方は、圧倒的に実務に密着していることを感じる。そして、「履修方法」では、「一
般教養科目の外に第二年度から専門科目を履修せしめ遂年之を増加する」と書かれており、こ
れもカリキュラム構成の現実性を感じさせる（27）。
（4）大阪市立女子専門学校
　大阪市立女子専門学校は、1921 年大阪市立西区高等実修女学校として創設され、1924 年に
大阪市立高等西華女学校、1941 年大阪市立西華高等女学校となり、1947 年から大阪市立女子
専門学校となった。同校は、総合大学の構想に参加するのではなく、単独での女子大学を設置
する構想を提出した。かなり詳しいものである。ここでは、学部設置の趣旨、各学科の内容、
単独で女子大学を設置する理由、を紹介する。
───────────────────────────────────────────────
（27）小竹学部長の構想によって新設された理工学部では、カリキュラムの自由選択制が採用された模様で、
工学系の教員・学生の不満・不安が強かったと述べられている（『大阪市立大学百年史（部局編・上）』
485 ページ）。
（表 12）機械工学科専門科目
分野 学科目
応用力学
第 1 工業力学、材料力学（第 1 部 ･ 第 2 部）
第 2 構造力学、起重機及び運搬機
機械設計製作
第 1 機械設計（第 1 部 ･ 第 2 部・第 3 部）、機械設計製図（第 1 部 ･ 第 2 部 ･ 第 3 部）、
第 2 測定光学、機械工作法、工作機械、精密機器
熱機関
第 1 熱力学（第 1 部・第 2 部）、蒸汽缶及び蒸汽原動機（第1 部・第 2 部）
第 2 内燃機関学（第 1 部 ･ 第 2 部）
第 3 空気機械、暖房及冷凍工学
水力機械 水力学及水力機械（第 1 部 ･ 第 2 部）
応用数学、応用物理学、工業材料、電気工学概論、
化学機械、紡績機械、工業経営（工場建築法・工
場管理法・工場法規）、材料試験法、実験及び実習、
論文及卒業設計
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大阪市立女子大学設置に関する概要
一、学部設置の要旨
二、学部組織及び学科設置の理由
三、学科並びに生徒収容定員
四、教科課程
五、講座、学科目及び単位数
六、職員組織
一、学部設置の要旨
新日本建設を強力に推進させるため女性が負担すべき任務の重大なることは言うまでもな
いが、これがためには教育によって女子の知識教養を向上せしめ社会的地位を男子と同等
に引上げることが根本問題である。
わが大阪市のごとき大文化都市が善良なる家庭婦人を育成すべき義務をもっていることは
当然であるが、特に社会に進出して自由に活動し市民に幸福をもたらすべき指導的立場に
立つ女性を多数養成する必要がある。これは現今各界各層から切実に要求されているが、
将来民主主義を結実させるためには不可欠の条件である。
現在当市は公立女子専門学校として府立並びに市立の各一校を有するのみであるが、仄聞
する所によれば府立女専は明昭和二十四年度には単独女子大学を作り人文学部を設置して
国文学科、英文学科、社会福祉学科、家政理学科を包含せしめる構想の下に着々計画を進
めているとのことである。
然るに人口二百万を擁する当市として、女子教育を主眼とした単独大学一校や二校のみで
は到底前述の目的達成に事足りるとは考えられない。これを東京都の例にとって見ても思
い半ばを過ぎるであろう。ここに於いてわが市民が世論を結集して、自己の手により極め
て進歩的且実際的な大阪市立女子大学を建設することが新教育理想具現のため、目下緊要
の問題とならざるを得ない。
こゝに大阪市立女子専門学校は創設当初より府立女専に於ける専門学科設置の実際を勘案
し、如上の市民の要求に答えるよう現在の被服科、育児科、生活科、英語科を逐次置いて
来たのであるが、これらの学科を基礎として更に拡充発展せしめ新制女子大学に移行する
ことは、学校当局の当初よりの念願であり，その教育理想を画期的に進捗せしめることに
なる。
　次ぎに大学学部の組織並びに学科設置の理由を具体的に記述する。
二、学部組織及び学科設置の理由
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 1　被服
（ マ マ ）
科
従来女専被服科は基礎理論の研究よりもむしろ和洋裁の技術の習得に重点を置いた傾向に
あるが、大学の被服科としての目的は被服工作理論の研究並びに実習はもとより、被服文
化史、様式史並びに美学工作、衛生学、商品学、等関係各学術を修得し、もって一般衣生
活の改善充実に資するにある。特に大阪市は将来は外国貿易の中心地となるのであるから、
服飾工芸の面に就いては意匠色彩に工夫を凝らし流行の尖端を切るところの輸出向の真に
優良なる商品を産出すべき研究を行い、実業界と密接なる連繋をとってその実を挙げるべ
きである。
2　食物学科
現今国民の体位向上衛生的見地より食物に関する研究ほど緊要なものはない。特に大都市
市民に対する栄養保健の問題は一日もゆるがせにできないであらう。当市はかかる方面の
研究施設として既に生活科学研究所を有してはいるが、教育専門機関ではないからここに
食生活と直接に結びついている女性に対しての教育施設の必要が痛感せられる。それゆえ
本学科の目的は栄養学、食品学の基礎科学の研究はもとより各種応用科学の部門に及び、
特に食品の鑑別加工貯蔵等の根本的研究を基礎として調理の実際面にまで及ぼしたいので
ある。当市には今後続々と大工場が復興建設せられ各種の工場には必ず給食設備を有する
ことになるから、知識経験の豊富な練達の栄養士を必要とするであろう。この方面の要求
に答えることも本学科の主要な設置理由である。
3　社会福祉学科
本科は児童を対象とする児童学専攻と社会事業を主とする社会事業学専攻との二部に分け
る。前者は心理学特に児童心理学と保健理論との基礎に立ち児童教育の研究を行うことを
目的とする。児童福祉法が施行せられている今日、児童教育にはその天性上最適任者であ
る女子に対して高度の教育を与えこの方面の指導者として養成することはわが国の現状よ
りして切実な要求であると言うべきであろう。また当市としても従来の幼稚園保育所等の
経営並びに教育面に改善を加えるために、本学科のごとき研究教育施設を持つべきことは
当然である。
後者は最近わが国では欧米諸国に範をとり社会福祉に関する諸法令が次々と発布されてお
り，この方面にも女性が進出して開拓すべき分野が展開されているのであるからこれらの
法令を根本的に研究しその運用を適切に行って理想的社会の建設に貢献する女性が必要に
なってくる。従って本学科に於いては更に社会の実状を調査検討し年令に応じた社会的身
?? ???? ?? ????
????
??????
????
?????
???????
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体的心理的の考察を基礎として社会事業全般の指導者として活動し得るように女子を教育
するのである。特に本市に於いては市民局又は衛生局との密接な連繋の下に、諸施設の機
能を十二分に活用できるよう考慮しなければならぬ。
4　英語学科
英語学科を学部中の一学科として設けることは語学研究という独自の目的を持っているこ
とはもとより、一つは他の学科の今後の発展に基礎的背景としての必要性を切実に感じて
いるからである。語学特に英語研究が外国文化摂取のために将来ともに必須の手段である
ことは言を俟たない。そういう見地から本学科は従来各大学に見られる純粋なる文学語学
理論の研究のみに局限せられることなく、前三学科と関連して家庭並びに社会生活に関す
る諸種の対象に依って広く海外の文物を取入れて研究することを重点に置きこれに独特の
色彩を与えようとするものである。また一つには現在女専に設置の英語科の内容を拡充発
展せしめて創立当初の理想に一層近付かしめることが学校の実状よりしても重要なことと
考えられるのである。まおこれに付随して会話作文タイプライティング速記等の実際的方
面の技術修得にも特に十二分の意を払い実社会に貢献する女性養成を目指している。
    　（三〜六、略す）
　　単独で女子大学を設置する理由
一、生活学部の設置は日本に於ける最初の試みであってこれが基礎の確立と発展とには今
後特別の研究を要する。それゆえもしこれを総合大学中の一学部として考えるならば従来
の応用科学的なものとなり、これに十分な特色を持たせることが出来ないと思われる。ま
た、生活学そのものが女子の天性を生かすには最も適当であり且つ必要な学科であるから
勿論男子の入学は拒まないにしても女子の単科大学として設置する方が、前の理由と考え
合せて最も妥当であると信ずる。
二、生活学部としてはその教科課程に於ては一般教養科目を前半に多く履修せしめるこ
とゝとするが、最初から専門科目を課することゝなり必ずしも他の学部と同一の形式、履
修方法をとるわけにはいかない。而かも一般教養科目生活学に即したものであり、生活学
研究に資するものであって、種類内容に於ても全体として生活学そのものゝ完成を計るこ
とが必要である。従って他の学部との共通性が尠いと考えられる。即ち単科大学設置の意
義がここにも存在している。米国に於て女子大学の多く設置せられつつある現状を考えて
もかゝる行き方の進歩的であることを物語っているというべきであろう。
三、旧設学校の統合による総合大学案はわが国の現状よりしては従来の校舎施設を襲用す
ることになり従って各学部各学科を距離的に分散配置せしめることになるから、そこから
大阪市立大学史紀要　第 5 号（2012年）78
生ずる種々の障碍によって有機的な総合の機能を十分に発揮する事は困難である。
依って女子教育の場合にはむしろ単科大学としてその特色とするところを独自の方向に自
由に伸展させることが現在の日本としては最も望ましいことゝ考えられる。
四、単科大学設立維持の経費の上から考えると単独なるがゆえに特に経費を多く要すると
いふことはことはない。却って現在の総合大学案では各学部各学科が地域的に散在してい
る関係上施設設備に共通に使用し得る部面が少く連繋の困難から生ずる種々の弊害は経費
の上にも大きく影響するものと考えられる。
　大阪市立女子専門学校は、このように単独で女子大学を設置するという構想を強く持ってい
た。おそらくはその結果もあって、当初案としては、新制総合大学である大阪市立大学（名称
は当時は未定）の附属女子大学という案で検討が進められたが、文部省との折衝や GHQ から
の意見があり、結論的には、大阪市立大学家政学部として、出発することになった（28）。
おわりに ─ 3 つの論点─
　本稿では、まず、大阪高等商業学校から大阪商科大学へという展開の中で、専門学校から大
学への昇格というハードルをどのように乗り越えたのかという問題を、カリキュラムや教員構
成の変化という切り口で検討した。関一大阪市長の「専門学校の延長でもなく、国立大学のコ
ピーでもない」という建学の精神の大学像を実現できたのかどうかという問題でもある。また、
大阪商科大学が、戦争の激化による思想教育統制の強化と戦後の反動的激動という状況の中で、
商業に関する学術の研究と教育を行うべき「商科大学」としての実質を失っていく姿を描き出
した。続いて、2 つの旧制大学、2 つの旧制専門学校を前身校として成立した、新制総合大学
大阪市立大学の成立期における、各前身校が描いていた新制大学像を検討した。これについて
は、内容の検討までは手が回らず、各前身校の計画の紹介にとどまったが、それでも、貴重な
情報を提供できたと考えている。それらを通じて、どのような問題を引き出したらよいであろ
うか。私は、3 つの問題を考える材料として、整理しておきたい。
　第 1 は、大学における、実践的な職業教育と、専門的な学術研究・教育との関係という問題
である。旧制では、「専門学校」と「大学」という問題である。大阪商科大学創設に当たって、
時の大阪市長関一は、いみじくも、「専門学校の延長でもなく、国立大学のコッピーでもない」
という大学像を、大阪商科大学の目標として提示した。専門学校であった大阪高等商業学校の
カリキュラムは、専門学校らしく、実践的な職業教育の色彩の濃い内容であった。これに対し、
大阪商科大学の 4 分科制のカリキュラムは、大学としての学術レベルと、実践的な商業教育と
───────────────────────────────────────────────
（28）『大阪市立大学百年史 ( 部局編・下）』（大阪市立大学、1983 年）827 ページ。
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を、うまく工夫して両立させていたように見えるが、実際には授業提供体制が整わず、学生の
評判も悪かった。そして、戦時下の教育統制の強化で 4 分科制は廃止され、戦後は、商科大学
という名前は残しながら、設置目的において「商業に関する学術」を放棄して政治経済へと転
換し、カリキュラムも職業教育ではなく教養教育へと大転換を遂げてしまう。さらに本学にと
どまらない、より根本的な問題として、日本において、学生やビジネス界が商経系の大学学部
に期待するものは何か、ということがある。『一橋大学百二十年史』は、東京高等商業学校－
東京商科大学－一橋大学のビジネス教育は、「ビジネスそのものを科学にする」という方向で
はなく、教養主義的なビジネス教育、「極言すれば大学ではビジネス教育は行わない」（米倉誠
一郎）であり、それは、戦後日本の平等主義的な企業社会のあり方と対応していたと述べてい
る。各種の大学教育調査では、商経系学部への学生の入学目的は、「つぶしがきく」「卒業資格
が社会に出て役立つ」というものが多く、教育内容への関心度が最も低い学部であることは定
評であった。「専門学校の延長でもなく，国立大学のコッピーでもない」という大学像は、そ
れを大学における職業教育（キャリア教育）と専門学術教育のバランスと言い換えれば、未だ
達成できていない未完の目標像であり、就職が厳しさを増している現在、まさに実現すべき課
題として大きく浮上している課題といえるであろう（29）。
　第 2 は、単科大学と総合大学の関係である。すなわち、職業に直結して実践性が高い人材養
成、きめ細かい教育プログラム、という点では、単科大学が有利なのではないか、しかし、現
実には総合大学の方がランクが高く、高等学校における普通科志向と同様に、大学人も学生も
根強い総合大学志向が存在するようにも見える、という問題である。この問題について、本稿
では、大阪市立大学の 4 つの前身校の大学構想を紹介しただけで、考察を深めることはできて
いない。興味深いのは、旧制の大学である、商科大学と医科大学は、総合大学成立を当然視し
ているように見えるのに対し、2 つの専門学校は、単科大学志向が強かったことである。そし
て、後者は、どちらも養成すべき人材の目標が、非常に実践的ではっきりとしている事も印象
的であった。大阪市立女子専門学校の「大阪市立女子大学設置案」の総合大学批判は強烈であ
る。まもなく、18 才人口の再度の減少、大学進学率上昇の停止によって、大学入学志願者が
確実に減少する時代に向かっている現在、戦後の教育ニーズの急速な拡大期に成立した総合大
学という大学のあり方を、点検してみる時期であろう。新制の総合大学成立期の問題は、検討
すべき貴重な過去の経験であるように思える。
　第 3 は、大学教育における、戦中から戦後の激動の意味である。本稿では、大阪商科大学に
おける、1946 年の学則改正、カリキュラム改定、教員の大刷新を少し詳しく紹介した。これは、
明らかに戦中の独善的排外主義的な国家思想に基づく厳しい思想統制への反動であることは間
───────────────────────────────────────────────
（29）児美川孝一郎『これが論点！就職問題』（日本図書センター、2012 年）などを読むと、社会が「大卒」
に対して期待する人材像が多様化せざるを得ない状況にあることがよくわかる。大学の側も、現在の
「就活」の機能不全の危機的状況を考えると、養成する人材像の再検討は不可避かつ緊急の課題であ
ろう。
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違いないが、商業教育の否定までともなっており、第 1 の問題も伏在している。戦争への反省、
教育の民主主義化という課題が、視野の広い教養人の養成という目標に展開し、職業教育は完
結的で視野が狭くなるとして排除される、という論理は、どのような文脈で登場したのか、研
究課題であろう。また、詳しい検討は出来ていないが、医科大学の理工学部構想における、市
民生活の合理化・科学化の強調は、おそらくは戦中における、無理な戦争遂行・戦況の極端な
悪化を、精神性の強調で乗り切ろうとした非合理的・非科学的な国家方針が、市民生活に強要
した大きなしわ寄せ・耐乏生活への反動であることは間違いないと思われる。しかし、そのこ
とと、基礎と応用を直結しているように見える、小竹無二雄の理工学部の構想とは、どのよう
な関係があるのか、よく理解できない。また、戦中、陸軍の要請に応じ、専門を生かした化学
兵器の開発に没頭していたという小竹のキャリア（30）と、大阪市立大学理工学部の斬新な理工
学部構想とは、何か関係があるのかどうか、これも大きな検討課題として残っている。
　そして、最後にこれら 3 つの論点を総合する視点として、寺㟢昌男氏がこのシンポジウム講
演で提起した、「近代日本における大学と地域・都市」という問題が交錯してくることを指摘
しておきたい。寺㟢氏は、大学と地域・都市という問題は、近代日本では、「情報獲得と模索
の時代」や「再発見と争論の時代」などを経て、かなり最近になって「全面的奨励の時代」に
なった、新しい課題であることを明らかにした。小学校・中学校・高等学校とは異なり、大学
は、学問創造という普遍性を志向しており、地域や都市というローカル性とは、本質的に矛盾
する部分があることも指摘された。寺㟢講演は、近代日本の大学史を俯瞰する大きな視点から
の、斬新な問題提起であった。その中で、関一市長のリーダーシップによって市立の大学を設
立した大阪市の試みは、先駆的な意義があったと評価していただいたのであるが、本稿が明ら
かにしたのは、その先駆性は、必ずしも順調に展開を遂げたわけではなかったということであ
る。すなわち、先端的な学術レベルの追究と職業教育、総合大学と単科大学、戦争の影響とい
う 3 つの論点は、大学における普遍性の追究とローカル性の重視という 2 つの課題がはらむ
矛盾と関係している。本学においても、関一の「建学の精神」は、一貫して重視されてきたの
ではなく、1980 年代の『大阪市立大学百年史』編纂の過程で「再発見」されたという経緯が
ある。つまり、古くて新しい課題なのである。寺㟢氏は、「両者を真につなぐ途は学問や教育
の内側の質にしかない」と指摘した。本学においても、この言葉をかみしめながら、直面する
課題に取り組んでいかねばならないと思われる。そして、その時に、本シンポジウムで飯吉報
告が掘り下げて検討した恒藤恭の文化論・地方都市論・教養論は、改めて省みるべき価値のあ
る視点を提供してくれていると考えるものである。
（おおしま　まりお・大阪市立大学大学史資料室長、経済学研究科教授）
───────────────────────────────────────────────
（30）沢井実「戦中・戦後の大阪における高等工業教育」( 口頭報告 )（2011 年 3 月 2 日、大阪市立大学大
学史資料室での研究会）。沢井氏は、最近、大著『近代大阪の工業教育』（大阪大学出版会、2012 年）
を出版された。
